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一　はじめに

　沖縄県が戦前期に公布または発令した令達・令規に
関する情報を収集・整理することを通じて、そのデー
タベースを構築することは、沖縄における近代法の形
成と展開の研究のための基礎的作業として必要かつ重
要な作業であると思われる。そこで筆者は、これまで
に、明治期から昭和戦前期までに編纂・発行された沖
縄県の令達集ないし令規集のうち『沖縄県令達類纂〔初
版〕』（明治３９年発行）（１）、『沖縄県町村諸規程』（推定
発行年明治４１年～４３年）（２）、『沖縄県令達類纂〔改訂増
補版〕』（明治４４年発行）（３）、『沖縄県会計法規』（大正
３年発行）（４）、『沖縄県町村自治之栞　全』（大正４年発
行）（５）、『糖業関係例規』（昭和５年発行）（６）、『沖縄県警
察法規類典　全』（昭和１０年発行）（７）、『沖縄県青年学
校法令集　全』（昭和１４年発行）（８）の８件を取り上げ、
これらに収録された令達ないし令規に関する情報を一
覧表に整理して紹介を行ってきた（９）。
　本稿は、上記のような戦前期沖縄県の令達集・令規
集に関する研究の一環として、沖縄県尋常師範学校が
明治２７年（１８９４年）に編纂・発行した『学事規定全書』
（以下「本書」ということがある。）の書誌的情報につ
いて詳述するとともに、本書に収録されている明治２６
年公布・発令の沖縄県の学事関係令規に関するデータ
を整理して紹介することを目的とする（１０）。

二　�本稿における底本と本書の所蔵状況につ
いて

　本稿で取り上げる沖縄県尋常師範学校編『学事規定
全書』の底本は、国立国会図書館の所蔵本である（原
本請求記号：CZ－６１３－０１８、原本代替請求記号：YDM
３８４７０）（以下「国会図書館本」という。）。この国会図

書館本は、現在、国立国会図書館の「近代デジタルラ
イブラリー」で画像として閲覧することが可能である。
管見の限りでは、本書の原本を所蔵しているのは国立
国会図書館だけである。この国会図書館本の複製本
を、琉球大学附属図書館沖縄関係資料室（請求番号：
K３７７.４－G１６）および那覇市歴史博物館（資料コード：
０３０１０８８０）が所蔵している。
　なお、本書の国会図書館本については、１９７５年１１月
１１日付『沖縄タイムス』において、阿波根直誠氏（当
時琉球大学助教授）によって「発掘」された、「沖縄県
の教育史上、空白になっていた明治期の部分を埋め合
わせる貴重な資料」として大きく報道されている（１１）。
さらに、「発掘」者である阿波根直誠氏自身が、『沖縄
大百科事典上巻』において、本書の国会図書館本に関
する簡潔な解説をしている（１２）。

三　『学事規定全書』（国会図書館本）について

（１）　本書の体裁
　本書の国会図書館本は、目次と本文を合わせて４００
頁に及ぶ一冊本であるが、後述のように本文は全体を
３巻で構成している。
　表紙には、年月、書名および学校名が「明治廿七年
第五月／学事規定全書／沖縄縣尋常師範学校」（／は改
行。引用者による。）と表示されている。書名の前の年
月「明治廿七年第五月」は本書の奥付に表示されてい
る印刷および発行の年月と一致する。表紙の中央上部
には、「東京図書館蔵」という印影の角印がおされてい
る（本文１頁の上部中央にも同一の押印がある。）。さ
らに、表紙の右下に「明治二七・五・二四・内交」と
いう印影の丸印が押されている。したがって、本書の
国会図書館本は、国立国会図書館の前身である東京図
書館（１３）の時代に、内務省から東京図書館に交付され
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たいわゆる「内交本」であることが分かる。

（２）　本書の構成
　本書の巻頭には、「勅語　明治廿三年十月三十日」と
いう見出しのもとに、明治２３年の教育勅語が掲載され
ており、これに続いて、「文部大臣ノ訓示　明治二十三
年十月三十一日」という見出しのもとに、教育勅語に
関する明治２３年の文部大臣の訓示を掲載している。
　ついで、合計７頁にわたって「第一巻目次」、「第二
巻目次」および「第三巻目次」が順次掲載されている。
　このうちまず、「学事規定全書第一巻」（本文１頁～
１５８頁）は、主として小学校に関する国（中央政府）の
法令を収録したものであり、４０件の法令と「明治二十
四年十一月発布学事法令説明書」を収録している。
　つぎに、「学事規定全書第二巻」（本文１５９頁～２４２頁）
は、主として師範学校および中学校に関する国（中央
政府）の法令を収録したものであり、３６件の法令を収
録している。
　さらに、「学事規定全書第三巻」（本文２４３頁～３８１頁）
は、沖縄県が明治２６年に公布・発令した学事関係の令
規を収録している。その公布・発令時期は、明治２６年
３月２１日から同年８月２日までである。第３巻に収録さ
れている沖縄県の令規の件数は２２件である。
　なお、第３巻の巻末（本文３８２頁～３９０頁）には、「（明
治廿七年一月ヨリ仝年三月ニ至ル分）」という見出しの
もとに、明治２７年１月ないし３月に公布または発令され
た文部省省令１０件、文部省告示２件、文部省訓令１件、
勅令１件、合計１４件の国（中央政府）の法令が掲載さ
れている。この部分は、「第三巻目次」中でも、第３巻
に配列されている沖縄県の令規の末尾に「文部省令　
明治廿七年一月ヨリ仝年三月ニ至ル」という見出しで
記載されている。しかし、この部分は、法令の内容の
点から見て、第３巻の一部ではなく、第１巻および第２
巻の補遺であると考えられる。
　最後に、本書の末尾には、次項で触れるような「奥
付」が付されている。しかし、本書には編纂例や緒言
の類の文章は付されていない。

（３）　奥付の記載内容
　国会図書館本の奥付では、一行目に印刷年月日が
「明治廿七年五月十七日印刷」、二行目に発行年月日が
「明治廿七年五月二十日発行」と表記された後に、三行
目に「沖縄縣尋常師範学校」と表記されている。ここ
には同校が「編纂」や「発行」をしたという記載はな
いが、国会図書館本の表紙に「沖縄縣尋常師範学校」
という学校名が表示されていることから見ても、本書
は実質的には沖縄県尋常師範学校によって編纂・発行
されたものであると考えてよいであろう。さらに、国
会図書館本の奥付によれば、印刷者は「東京市京橋区
西紺屋町二十六番地」の「佐久間衡治」、印刷所は「東

京市京橋区西紺屋町廿
マ

六七
マ

番地」の「株式会社秀英舎」
（１４）である。

（４）　本書の編纂目的
　前述のように本書には編纂例や緒言の類の文章が付
されていないため、本書にはその編纂の意図や目的を
知る直接の手がかりは見当たらない。
　ところで、明治２３年１０月７日公布の勅令第２１５号「改
正小学校令」およびこの改正小学校令の施行のために
明治２４年１１月１７日に発令された一連の文部省令（第８
号「補習科ノ教科目及修業年限」から第２４号「小学校
令等未施行地方ニ於ケル正准教員ノ別及特別処分方」
までの１７件の文部省令）の施行は、市制町村制未施行
の地方については別に定めることとされていたが、こ
の点について定めた明治２５年４月２９日公布の勅令第４０
号「市制町村制ヲ施行セサル地方ノ小学教育規程」（１５）

が沖縄県に施行されたのは、明治２６年４月１日であっ
た（明治２６年３月２１日県令第５号「市制町村制ヲ施行
セサル地方ノ小学教育規程施行期日」〔後掲【表１】の
E１１〕）。さらに、明治２５年７月１１日発令の一連の文部
省令（第８号「尋常師範学校ノ学科及其程度及尋常師
範学校ノ女生徒ニ課スヘキ学科及其程度改正」から第
１５号「尋常師範学校簡易科規程」までの８件の文部省
令）による師範学校制度の大幅な改正が沖縄県を含む
全府県に施行されたのも、明治２６年４月１日であった
（具体的には、各文部省令の制定文中で同日を施行日
とすることが定められている。）。本書は、こうした改
正小学校令や改正師範学校制度の沖縄県への施行とこ
れにともなう沖縄県の学事関係の令規の制定・改廃と
をひとつの契機として、編纂・発行されたものである
と考えられる。なお、注（１２）で引用した阿波根氏の
解説では、「本書が県内の小学校にも配布されていた
ことが確認された」と述べている。阿波根氏はこの解
説では「確認」の根拠を明示していないが、本書の内
容から言えば「本書が県内の小学校にも配布され」た
ということは十分にありうることであろう。

四　�『学事規定全書』収録の沖縄県関係�
令規について

（１）　収録令規の件数
　前述した阿波根氏の解説では、本書に収録されてい
る沖縄県関係令規の件数について、「〔１８〕９３年を現時
点とする小学校および師範学校の関係法規約２０項目が
おさめられている」と述べているが、本書に収録され
ている沖縄県関係令規の件数は正確には２２件である。
この２２件の沖縄県の令規の類型別内訳は、県令１７件、
訓令４件、告示１件である。
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（２）　収録令規の公布・発令時期
　本書に収録されている２２件の沖縄県関係令規のう
ち、公布・発令時期が最も早いものは明治２６年３月２１
日公布の県令第５号「市制町村制ヲ施行セサル地方ノ
小学校教育規程施行期日」（後掲【表１】のE１１）であ
り（１６）、公布・発令時期が最も遅いものは同年８月２日
公布の県令第３２号「沖縄県尋常師範学校生徒募集規則」
（後掲【表１】のE２０）および県令第３３号「沖縄県尋常
師範学校卒業生服務規則」（後掲【表１】のE２２）であ
る。このように、本書が収録する令規がすべて明治２６
年に公布・発令されたものであるのは、前述のように、
改正小学校令や改正師範学校制度が明治２６年４月１日
に沖縄県に施行されたことに伴い制定・改廃された沖
縄県の令規を収録編纂するためであったことによると
考えられる。

（３）　収録令規の概要
　本書に収録されている沖縄県関係令規の校種別内訳
は、小学校関係１８件、尋常師範学校関係４件である。
すなわち、小学校関係の令規については、学事諸規定
発布に関する訓令（後掲の【表１】のE２０。以下この段
落において同じ。）に続いて、小学校の設置区域・位置
（E４）、授業料（E５）、教則（E６）、設備（E７）、教科用
図書（E８、９）、教授時間（E１０）、祝日・大祭日の儀式
（E１３）、教員検定（E１４、１５）、教員給与（E１７）、校長
および教員の進退・職務・服務（E１６、１８）などに関
する令規が収録されている。他方尋常師範学校関係の
令規については、学校規則（E１９）、生徒募集（E２０）、
学資支給（E２１）、卒業生の服務（E２２）に関する令規
が収録されている。

五　沖縄県尋常師範学校について

　つぎに、本書の編纂・発行者である沖縄県尋常師範
学校について若干言及しておこう。
　まず、先行研究（１７）に依拠しつつ、沖縄県尋常師範
学校の前身について触れておこう。沖縄県尋常師範学
校の発祥は、明治１３年２月に開設された会話伝習所に
さかのぼる。同年４月、この会話伝習所に師範学校事
務取調所が併置されて師範学校の設立準備が進められ
た。ついで明治１３年６月１６日布達甲第２０号「師範学校
ヲ那覇西村ニ仮設ノ件」によって、「本県小学師範学校
ヲ那覇西村拾四番地官舎ニ仮設シ沖縄師範学校ト称シ
本月廿一日ヨリ開校候條此旨布達候事」（１８）との布達が
発せられた。これにより、同月２１日に沖縄師範学校が
開校した。
　その後、明治１９年４月１０日に、勅令第１３号「師範
学校令」が公布され、同勅令で「師範学校ヲ分チテ高
等尋常ノ二等トス」（第２条）と定められ、「尋常師範
学校ハ府県ニ各一箇所ヲ設置スヘシ」（第３条）とされ

た。これにともない、沖縄県師範学校は沖縄県尋常師
範学校と改称された。
　さらに、明治３０年１０月９日に勅令第３４６号「師範教
育令」が公布され、同勅令第１０条により明治３１年４月
１日に同勅令が施行されると同時に師範学校令が廃止
された。この師範教育令は、教員養成学校の種類を高
等師範学校、女子高等師範学校および師範学校の三種
に改正した（同令第１条）。これにともない、同令第１１
条によって、「他ノ法令中尋常師範学校トアルハ本令
施行ノ日ヨリ当然師範学校ト改正セラレタルモノト看
做ス」ものとされた。これに従い、沖縄県尋常師範学
校も沖縄県師範学校と改称されることになった。
　このように、沖縄県尋常師範学校という校名が冠さ
れていたのは、明治１９年１１月から明治３１年４月までの
約１１年４カ月の間であった。
　なお、沖縄県師範学校は、昭和１８年３月８日公布の勅
令第１０９号による師範教育令の全面改正によって、沖
縄県立学校から官立学校に移管され、かつ専門学校に
昇格した。

六　�『学事規定全書』収録の沖縄県関係�
令規の資料的価値について

（１）　本書を活用した先行研究について
　本書が収録する沖縄県関係令規の資料的価値につい
ては、すでに、注（１１）で引用した『沖縄タイムス』
の報道記事や、注（１２）で引用した阿波根氏の解説に
よって、とりわけ沖縄県教育史の観点から、「貴重な資
料」である旨の指摘がなされている。
　そうして、本書を活用した研究が近代沖縄教育史の
分野で蓄積されている。その代表的な研究として、島
袋哲氏の論文「法制面よりみた本県小学校教員養成制
度（明治十三年～二十九年）」（１９）を挙げることができ
る。同論文は、師範学校令および諸規則の沖縄県への
実施過程の考察に当たって、『学事規定全書』所収の４
件の沖縄県の令規（明治２６年８月２日県令第３２号「沖
縄県尋常師範学校生徒募集細則」〔後掲【表１】のE２０。
以下この段落において同じ。〕、明治２６年８月２日県令
第３３号「沖縄県尋常師範学校卒業生服務細則」〔E２２〕、
明治２６年６月１６日訓令第１１１号「沖縄県尋常師範学校
生徒学資支給法」〔E２１〕、明治２６年７月２２日県令第３０
号「沖縄県尋常師範学校規則」〔E１９〕中の第二章学科
課程表）を検討対象としている。さらに、同論文末尾
には資料として、明治２６年６月１日県令第２３号「小学
校長及教員任用解職其他進退ニ関スル細則」（E１６）、明
治２６年５月２４日県令第２０号「公立小学校教員給料及旅
費額並ニ給料旅費其他諸給与ノ支給方法」（E１７）の２
件の令規を掲載している。
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（２）　本書収録の令規の資料的価値について
　ここでは、本書の国会図書館本が収録する沖縄県関
係令規が、戦前期沖縄県の他の令達集・令規集や令達・
令規に関する残存公文書等において、どの程度重複し
て掲載・収録されているかという観点から、本書収録
の沖縄県関係令規の資料的価値について検討すること
にしよう。
　ところで、本書が発行された後に編纂・発行された
戦前期沖縄県の令達集・令規集のうち直近のものは、
明治３９年版『沖縄県令達類纂』である（２０）。そこで、本
書収録の沖縄県令規と明治３９年版『沖縄県令達類纂』
所収の沖縄県令規との重複収録状況を確認し整理する
と、次のとおりである（後掲【表１】の「他の令規集
等との重複収録状況」欄参照）。
　①本書の国会図書館本に収録されている沖縄県令規
と明治３９年版『沖縄県令達類纂』に収録されている令
規とが同文のもの：１件（後掲【表１】のE１１）。
　②明治３９年版『沖縄県令達類纂』に収録されている
令規が本書の国会図書館本に収録されている沖縄県令
規を全面改正したものであるもの：３件（後掲【表１】
のE４、E２０、E２２）。
　③明治３９年版『沖縄県令達類纂』に収録されている
令規が本書の国会図書館本に収録されている沖縄県令
規を一部改正したものであるもの：２件（後掲【表１】
のE１９、E２１）。
　④本書の国会図書館本に収録されているが、明治３９
年版『沖縄県令達類纂』には収録されていない沖縄県
令規：１６件（後掲【表１】のE１、E２、E３、E５、E６、
E７、E８、E９、E１０、E１２、E１３、E１４、E１５、E１６、E１７、
E１８）。
　なお、後掲【表１】のE１５は、戦前期沖縄県の残存公
文書のひとつである『明治廿六年本県各課報告綴諸達
正誤』（八重山島役所旧蔵）中に「本県告示」第１８号
として収録されている。
　以上によれば、本書の国会図書館本に収録されてい
る沖縄県令規のほとんどが、その後廃止されまたは全
面改正もしくは一部改正されており、廃止または改正
前の規定内容を本書以外の他の令規集等では参照でき
ないことが分かる。この点に本書の資料的価値がある
といえよう。

七　後掲の【表１】および【表２】について

　最後に、本稿の末尾に資料として掲載した【表１】お
よび【表２】について簡単に解説をしておこう。
　まず、【表１】は、本書の国会図書館本に収録されて
いる２２件の沖縄県学事関係令規を同書の本文における
掲載順に一覧表示したものである。【表１】のうち、「符
号」（Ｅ）と「整理番号」（１～２２）は、筆者が作表の便
宜と後日の引用の都合上付したものである。つぎに、

「令規の名称・件名」および「収録頁」の欄については、
国会図書館本の「第三巻」の目次の記載内容をベース
にして、同書の本文の記載内容と照合したうえで作成
した。その際、「収録頁」は、当該の令規が複数頁にわ
たって収録されている場合でも、最初の頁数のみを示
した。さらに、「公布（発令）年月日」、「令規類型」お
よび「令規番号」の欄については、国会図書館本の目
次には表示されていないので、同書の本文の記載内容
に従って作成した。なお、後掲【表１】のE２（県令第
１０号）の公布年月日は、国会図書館本の本文では「明
治廿六年三月廿一日」と表記されているが、県令第１０
号を挟む前後の県令第８号（E９）、県令第９号（E１３）、
県令第１１号（E１８）、県令第１２号（E７）の公布年月日
がいずれも明治２６年３月３１日であることから、県令第
１０号（E２）の公布日の「廿一日」は誤りであり、正し
くは３１日であると考えられるが、【表１】では本文の記
載内容のまま表示した。最後に、国会図書館本に収録
されている２２件の令規のうち、戦前期沖縄県の他の令
達・令規集や残存公文書に収録または掲載されている
令規については、それらの収録頁等を（筆者が当該令
規に付した符号〔ＡまたはＢ〕および整理番号ととも
に）「他の令規集等との重複収録状況」の欄に表示し
た。
　つぎに、【表２】には、【表１】に掲載した令規の一部
について、令規の名称・件名の目次と本文とでの異同
や、本文における公布日の誤記などに関する補足的な
説明を付した。

八　おわりに

　以上本稿では、国立国会図書館が所蔵する沖縄県尋
常師範学校編『学事規定全書』を底本として、同書の書
誌情報と同書が収録する沖縄県の学事関係令規につい
て紹介してきた。筆者がこれまでに整理・紹介してき
た令規集・令達集の中にも、戦前期沖縄県の学事関係
令規が多数収録されている。例えば、明治３９年版『沖
縄県令達類纂〔初版〕』には７０件、明治４４年版『沖縄
県令達類纂〔増補版〕』には８４件、が収録されている。
また、いずれもその整理・紹介は今後の作業に委ねら
れるが、沖縄県師範学校が編纂した『沖縄県師範学校
一覧』（１９０１年）や沖縄県私立教育会発行の雑誌『琉
球教育』などの出版物にも沖縄県の学事関係令規が掲
載されており、さらに、『沖縄県日誌』、『沖縄県下甲乙
丙丁号達』、『琉球新報』紙上の「本県公文」欄、『沖縄
県公報』などの沖縄県の残存公文書中にも相当数の学
事関係令規が含まれている。それにもかかわらず、こ
れらは沖縄県が戦前期に公布・発令した令規の一部に
過ぎないであろう。戦前期沖縄県の学事関係令規につ
いても、残存する文献・資料によるデータの整理作業
と埋もれた文献・資料の探求作業との継続が必要であ
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る。本稿はそのような作業のひとつの試みである。

注
（ １） 　青嶋敏「明治３９年版『沖縄県令達類纂』（上下巻）所収令

達一覧」（『社会科学論集』４４号、２００６年）２４３-２７５頁、同
「明治３９年版『沖縄県令達類纂下巻』巻末「附録」掲載廃
止・取消令達一覧」（『社会科学論集』４５号、２００７年）２２９-
２４３頁。

（ ２）　青嶋敏「『沖縄県町村諸規程』（横内家文書）とその収録
令達について」（『愛知教育大学研究報告（人文・社会科学
編）』５７輯、２００８年）１３１-１３９頁。

（ ３）　青嶋敏「明治４４年版『沖縄県令達類纂（上下巻）』所収令
達一覧」（『社会科学論集』４５号、２００７年）２４５-２７９頁。

（ ４）　青嶋敏「『沖縄県会計法規』とその沖縄県関係の収録令規
について」（『愛知教育大学研究報告（人文・社会科学編）
（オンライン版）』５９輯、２０１０年）９１-９９頁。

（ ５）　青嶋敏「『沖縄県町村自治之栞　全』とその沖縄県関係の
収録令規について」（『社会科学論集』４８号、２０１０年）７１-
１００頁。

（ ６）　青嶋敏「沖縄県内務部編『糖業関係例規』とその収録令
規について」（『愛知教育大学研究報告（人文・社会科学編）
（オンライン版）』６０輯、２０１１年）１０３－１１１頁。

（ ７）　青嶋敏「『沖縄県警察法規類典　全』とその収録令規につ
いて」（『社会科学論集』４６号、２００８年）３３１-３６０頁。

（ ８）　青嶋敏「『沖縄県青年学校法令集　全』とその沖縄県関係
の収録令規について」『社会科学論集』４９号、２０１１年）２１５－
２３４頁。

（ ９）　以上のほか、青嶋敏編『戦前期沖縄県令達令規目録―令
達集・令規集収録編（暫定版）―』（青嶋敏刊、２００９年）も
合わせて参照願いたい。

（１０）　本稿で取りあげた『学事規定全書』の概要については、青
嶋敏「戦前期沖縄県の令達集・令規集について―その書
誌情報の素描―」（平成１７-２０年度日本学術振興会科学研
究費補助金基盤研究（Ａ）研究成果報告書『沖縄近代法の
形成と展開―沖縄の特殊性と普遍性―』〔２００９年〕）８-９
頁で素描したことがある。

（１１）　「貴重な沖縄文書を発掘／沖縄師範編集の『学事規定全
書』／県教育史の欠落埋める／『国会図書館に所蔵』阿波根
琉大助教授」『沖縄タイムス』１９７５年１１月１１日付９面１-７
段。参考までに、記事の全文を以下に引用することにしよ
う。「沖縄県の教育史上、空白になっていた明治期の部分を
埋め合わせる貴重な資料が、このほど東京国立国会図書館
で発掘された。この貴重な資料は、明治二十七年に沖縄県
師範学校が編集した『学事規定全書』（東京・秀英社、明治
二十七年五月発行）。三百七十八㌻に及ぶこの文書は、単行
本の形態をとり、これまでその刊行についてもほとんど知
られていなかったという。この貴重な資料を発掘した人は、
琉球大学助教授の阿波根直誠氏（教育史専攻）。／この資料
が、これまで明るみに出ず、国会図書館の奥深くねむってい
たのは、同図書館には未整理の本が多く、法律関係のとこ
ろにおさまっていたためではないかと阿波根氏は話してい
る。／内容は三巻に分かれ、一、二巻は文部省から日本全国
（道）府県対象の諸規定令達、三巻には沖縄県当局から前記
規定令達などを受けて公布された学事規定がおさめられて
いる。阿波根氏の話によるととくに三巻には、明治二十六
年を現時点とする小学校及び師範学校の関係法規約二十項
がおさめられており、すでに別の資料で確認できるものも

あるが、中には、明治二十六年の『小学校教則』『沖縄県尋
常師範学校規則』なども入っている。これらは沖縄県の教
育史上で空白になっていた部分を埋め合わせるのに貴重な
資料として役立つし、とくにこの期は、教育関係雑誌など
も欠落しており、また、日清戦争直前ということもあって、
規定と実態との差異はともかく、その時代の教育状況を掌
握する参考にもなるとのこと。／諸規定は、全般的には本
土の場合と変わりなく、やはり旧慣下にあって沖縄県独自
の事情を反映している点が注目される。例えば、『小学校教
則』（県令第二十七号、明治二十六年七月十七日）で、とく
に言語教育に意が注がれている点もその一つで、これまで
言語教育史上、その起源が不詳であった『普通語』という
熟語が、この教則に『普通ノ語』または『普通語』として
明確に使用されている。活字としては『沖縄語典』（仲本政
也、明治二十九年）が早いのではないかともいわれていただ
けに一層注目される。／この点について『“普通語”“標準
語”“共通語”と変容するなかで“普通語”という熟語は、
日本全国的にみても、沖縄県が最も早く使用されたのでは
ないかといわれているだけに言語政策史上からも興味ある
資料といえよう』と阿波根氏は価値づけている。／そのほ
か、本土ではすでにみられるが、高等小学校に対する『兵
式体操』の規定も明記されているし、また、『沖縄県尋常師
範学校規則』にある学寮の厳しい規定とその軍事的色彩な
ど、森有礼（初代文相）の国家主義的文教政策を背景にし
た日清戦争直前の教育状況の一面もみられる。／この資料
の発掘によって、これまでの論著にも若干の部分的修正か、
または補てんの必要も考えられるので、発掘者の阿波根氏
は『琉大図書館をはじめ、沖縄資

ママ

料編纂所、那覇市史
ママ

、編
集室などへ複写を依頼し研究者の便宜に供したい』と語っ
ていた。」（／は改行。引用者による。）

（１２）　沖縄大百科事典刊行事務局編『沖縄大百科事典上巻』（沖
縄タイムス社、１９８３年）６８４頁。参考までに、解説の全文を
以下に引用することにしよう。「『学事規定全書』　がくじき
ていぜんしょ　沖縄県尋常師範学校が１８９４年（明治２７）に
編集発刊した教育法規集（東京・秀英社、菊版

ママ

、３７８ペー
ジ）。内容は３巻に分かれ、１・２巻は、文部省より全国道府
県を対象にして公布された諸規定令達類、第３巻は、前記諸
規定令達等を直接間接に受けて沖縄県当局より公布された
学事諸規定。〔１８〕９３年を現時点とする小学校および師範学
校の関係法規約２０項目がおさめられている。とくに、「本県
小学校教則」（１８９３）や「沖縄県尋常師範学校規則」などが
注目されよう。本書が発掘されたのは１９７５年（昭和５０）で、
従来の沖縄関係文献集にもおそらく登場しなかったと思わ
れる、いわば〈まぼろしの書〉である。単なる規定集以上
の歴史的意義、内容（例えば本県言語教育史上）と価値を
もつ貴重な資料とみてよい。その後、本書が県内の小学校
にも配布されていたことが確認された。□参『沖縄タイムス』
（１９７５.１１.１１）、『沖縄県史』第１巻（１９７６）。」（〔　〕内は引用
者による。）

（１３）　明治１３年（１８８０年）７月１日文部省布達第１号「東京府書
籍館ヲ文部省ノ所轄トナシ東京図書館ト改称」により、東
京府書籍館が文部省に移管され、名称が東京図書館に変更
された。その後、東京図書館は、明治１８年（１８８５年）６月
に東京教育博物館（国立科学博物館の前身）と合併したが、
明治２２年（１８８９年）３月２日公布の勅令第２１号「東京図書
館官制」により東京教育博物館から分離して独立の図書館
となり、さらに明治３０年（１８９７年）４月２７日公布の勅令第
１１０号「帝国図書館官制」によって東京図書館官制が廃止さ
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れ、東京図書館は帝国図書館に名称変更された。東京図書
館の沿革については、国立国会図書館編『国立国会図書館
三十年史〔本編〕』（同館、１９７９年）２１-２４頁参照。

（１４）　秀英舎は明治９年（１８７６年）に創立された活版による印刷
会社（明治２７年に株式会社化）であり、東京専門学校（早
稲田大学の前身）の印刷所として創立された日清印刷（明
治４０年に株式会社化）と昭和１０年（１９３５年）に合併して、
社名を大日本印刷株式会社と変更した。秀英舎の沿革につ
いては、大日本印刷株式会社社史編集委員会編『大日本印
刷百三十年史』（大日本印刷、2007年）14-156頁参照。

（15）　内閣官報局編『明治年間法令全書　明治２５年-１』（原書房
復刻版、１９７９年）勅令の部７３－７４頁。本書２６頁にも収録さ
れている。

（16）　本書の本文２４４頁では、後掲【表１】のE２（県令第１０号）
の公布年月日も明治２６年３月２１日と表記されているが、後
述のように、この公布日の表記は誤りであると考えられる。

（１７）　琉球政府編『沖縄県史第４巻各論編３教育』（琉球政府、
１９６６年）４５１－４５８頁〔真栄田義見執筆〕。

（18）　沖縄県知事官房文書係編『沖縄県令達類纂〔初版〕』（１９０６
年）上巻２７１頁。

（19）　阿波根直誠編『沖縄県の戦前における師範学校を中心と
する教員養成についての実証的研究（昭和五十四年度科学
研究費補助金（一般研究B）研究成果報告書）』（沖縄教員養
成史研究会、１９８０年）３３－６５頁。

（２０）　明治３４年１０月に発行された沖縄県師範学校編集『沖縄県
師範学校一覧』には、沖縄県師範学校関係の令規１５件が収
録されているが、公布年月日、令規類型、令規番号が記載さ
れていないため、『学事規定全書』収録の沖縄県令規との照
合は未着手である。その整理・紹介は別の機会に譲りたい。

〔付記〕

　本稿は、２００９～２０１１年度日本学術振興会科学研究費
補助金基盤研究（Ａ）「沖縄近代法の構造とその歴史的
性格」（研究課題番号２１２４３００２、研究代表者沖縄大学
教授田里修）による研究成果の一部である。

  （２０１１年９月１６日受理）
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【表１】『学事規定全書』所収沖縄県関係令規一覧

符
号

整理
番号

公布（発令）
年月日

令規
類型

令規
番号 令規の名称・件名 収録頁 他の令規集等との重複収録状況

Ｅ １ 明治２６/０７/２１ 訓令 １３１号 学事諸規定発布ニ付キ訓令 ２４３

Ｅ ２ 明治２６/０３/２１ 県令 １０号 学齢児童ヲ保護スヘキ者ノ代人ニ関スル規則 ２４４

Ｅ ３ 明治２６/０３/３１ 県令 １３号 小学校ニ出席スルコトヲ許サヽル児童ニ関スル規則 ２４５

Ｅ ４ 明治２６/０３/３１ 県令 １５号 高等尋常小学校同分校設置区域及位置 ２４６

Ｅ ５ 明治２６/０７/０７ 県令 ２６号 授業料ニ関スル規則 ２４９

Ｅ ６ 明治２６/０７/１７ 県令 ２７号 小学校教則 ２４９

Ｅ ７ 明治２６/０３/３１ 県令 １２号 小学校設備規則 ２７２

Ｅ ８ 明治26/０７/１９ 訓令 １２９号 小学校教科用並参考用図書ニ付キ訓令 ２７４

Ｅ ９ 明治２６/０３/３１ 県令 ８号 小学校教科用図書審査等ニ関スル細則 ２７４

Ｅ １０ 明治２６/０７/07 県令 ２５号 小学校ノ毎週教授時間ノ制限 ２７５

Ｅ １１ 明治２６/０３/２１ 県令 ５号 市制町村制ヲ施行セサル地方ノ小学校教育規程施行期日 ２７９ 明治３９年版『沖縄県令達類纂』上巻３６７頁（A２６３）、明治４４年版『沖縄県令達類
纂』第六類１６１頁（B２５７）。

Ｅ １２ 明治２６/０４/１８ 訓令 ７０号 公立小学校ニ関スル報告例 ２７９

Ｅ １３ 明治２６/０３/３１ 県令 ９号 小学校祝日大祭日ノ儀式ニ関スル次第 ２８６

Ｅ １４ 明治２６/０３/３１ 県令 １４号 小学校教員検定ニ関スル細則 ２８８

Ｅ １５ 明治２６/０７/２２ 告示 １８号 小学校教員乙種検定ニ関スル学科程度課題数時間及用書 ３００ 『明治廿六年本県各課報告綴諸達正誤』（八重山島役所）中の「本県告示」第１８号。

Ｅ １６ 明治２６/０６/０１ 県令 ２３号 小学校長及教員任用解職其他進退ニ関スル細則 ３１７

Ｅ １７ 明治２６/０５/２４ 県令 ２０号 公立小学校教員給料及旅費額並給料旅費其他諸給与ノ支
給方法 ３２０

Ｅ １８ 明治２６/０３/３１ 県令 １１号 公立小学校長教員職務及服務細則 ３２５

Ｅ １９ 明治２６/０７/２２ 県令 ３０号 沖縄県尋常師範学校規則 ３３０ 明治３９年版『沖縄県令達類纂』上巻２２６頁（A２３０）は一部改正された令規。

Ｅ ２０ 明治２６/０８/０２ 県令 ３２号 沖縄県尋常師範学校生徒募集規則 ３７１

Ｅ ２１ 明治２６/０６/１６ 訓令 １１１号 沖縄県尋常師範学校生徒学資支給法 ３７６ 明治３９年版『沖縄県令達類纂』上巻２６５頁（A２３６）は一部改正された令規。

Ｅ ２２ 明治２６/０８/０２ 県令 ３３号 沖縄県尋常師範学校卒業生服務規則 ３７９
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【表２】　【表１】への補注

符
号

整理
番号 補　注

Ｅ ２

本文２４４頁では、公布日を「廿一日」と表記しているが、E２の県令第１０号を挟む前後の県令第８号（E９）、県令第９号
（E１３）、県令第１１号（E１８）、県令第１２号（E７）の公布年月日がいずれも明治２６年３月３１日であることから、E２の交
付日も３１日であると考えられるが、本一覧表では本文の表記にそのまま従い、２１日と表示した。E２は、明治３９年版
『沖縄県令達類纂』下巻巻末附録７頁の「被廃止・取消令達」Ａ被１０４の条文テキストに該当する。同附録９頁の「廃
止・取消令達」Ａ廃９３で廃止された。

Ｅ ４ 目次６頁では「仝分校」と表記し、本文２４６頁の件名表示では「同分校」と表記している。本一覧表では本文の件名表
示の表記に従った。

Ｅ ８ 目次６頁では ｢参考用図書」と表記し、本文２７４頁の件名表示では ｢参考用書」と表記しているが、本文の条文では
「参考用図書」と表記している。本一覧表では目次および本文の条文の表記に従い「参考用図書」とした。

Ｅ １１
目次6頁では「市町村制ヲ施行セサル地方ノ小学校教育規程施行期日」と表記し、本文２７９頁の件名表示では「小学
校教育規定施行期日」と表記している。本一覧表では目次の表記に従い、かつ本文の条文にもとづき「市」の後に ｢
制」を補充した。

Ｅ １２ 明治３９年版『沖縄県令達類纂』下巻巻末附録１０頁の「被廃止・取消令達」Ａ被１６６の条文テキストに該当する。

Ｅ １４ 本文２８８頁の件名表示では「検定」の後に「等」があるが、本一覧表では目次の表記に従った。

Ｅ １５ 本文３００頁の件名表示では「小学校教員乙種検定ニ関スル学科程度等」と表記しているが、本一覧表では目次の表記
に従った。

Ｅ ２０ 目次７頁では「仝生徒募集規則」と表記しているが、本文３７１頁の件名表示により、「仝」を「沖縄県尋常師範学校」
と変更した。

Ｅ ２１ 目次７頁では「仝生徒学資支給規則」と表記しているが、本文３７６頁の件名表示により、「仝」を「沖縄県尋常師範学
校」と変更し、「支給規則」を「支給法」と訂正した。

Ｅ ２２ 目次７頁では「仝卒業生服務規則」と表記しているが、本文３７９頁の件名表示により、「仝」を「沖縄県尋常師範学校」
と変更し、「服務規則」を「服務細則」と訂正した。


